
運営方式の比較

【公設公営】（市直営） 【公設民営】（運営委員会，民間法人等へ委託） 【民設民営】（民間法人等へ補助）

運営方式イメージ
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合計 97クラス 248クラス 148クラス
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・行政が運営と責任を担うことにより，安定した運営の下，公平な
サービスを適切に提供できる。
・行政が事業の実施主体となるため，小学校区単位での設置や
子ども・子育て支援事業計画など，本市施策を反映することがで
きる。
・現行の運営委員会を発展的に改編し，引き続き運営に協力をし
てもらうことにより，放課後子ども教室を含む地域の教育力を生か
すことができる。

・各子どもの家の状況や実情に応じた柔軟な運営やサービス提
供が難しい。

・行政と民間が適切に役割分担を行いながら，民間のノウハウを生か
すことができる。
・適切な運営主体を選定することにより，安定した運営の下，公平な
サービスを適切に提供できる。
・行政が事業の実施主体となるため，小学校区単位での設置や子ど
も・子育て支援事業計画など，本市施策を反映することができる。
・新たな運営主体へ移行する場合にも，現行の運営委員会を発展的
に改編し，引き続き運営に協力をしてもらうことにより，放課後子ども
教室を含む地域の教育力を生かすことができる。

・行政と民間の運営やサービス提供に係る負担や責任のバランスを
確保する。

・民間のノウハウを最大限に生かした，柔軟な運営とサービス提
供ができる。

・民間が行う事業に対する補助であるため，小学校区単位での設
置や子ども・子育て支援事業計画など，本市施策を反映しづら
い。
・民間が行う事業に対する補助であるため，地域組織の関与の余
地が少なく，地域の教育力を生かしづらい。
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